
財務諸表に対する注記

1. 継続組織の前提に関する注記

　継続組織の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況は存在していない。

2. 重要な会計方針

(1) 「公益法人会計基準」（平成20年4月11日 最終改正 令和２年５月15日 内閣府公益認定等委員会）

を採用している。

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

期末日の市場価格等に基づく時価法により評価している。

(3) 引当金の計上基準

　退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務に基づき、当事業年度

　末において発生していると認められる額を計上している。

(4) リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(5) 消費税等の会計処理方法

　消費税等の会計処理は税込方式によっている。

3. 基本財産の増減額及びその残高

　基本財産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　基本財産

投資有価証券 310,600,000 50,040,000 108,845,000 251,795,000

定期預金 85,356,000 106,438,000 85,356,000 106,438,000

普通預金 0 6,588,000 0 6,588,000

合　　　　　計 395,956,000 163,066,000 194,201,000 364,821,000

4. 基本財産の財源等の内訳

　基本財産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

　基本財産

投資有価証券 251,795,000 251,795,000) ( 0) ( －

定期預金 106,438,000 106,438,000) ( 0) (           －

普通預金 6,588,000 6,588,000) ( 0) ( －

合　　　　　計 364,821,000 364,821,000) ( 0) (           0) (           

5. 担保に供している資産

 該当事項はない。

6. 保証債務等の偶発債務

　該当事項はない。
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7. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

内　　　　　　　容 金　　額

　経常収益への振替額

基本財産受取利息の振替額 6,070,772

基本財産償還差益の振替額 300,000

基本財産取崩に伴う受取出捐金の振替額 21,990,000

合　　　　　計 28,360,772

8. 関連当事者との取引の内容

　該当事項はない。

9. 重要な後発事象

　該当事項はない。
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